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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、兵庫県公立大学法人（以下「法人」という。）に勤務する教職員の自

己啓発、社会貢献等のための休業に関して必要な事項を定めるものとする。 

 

（教職員の定義） 

第２条 この規程において、「教職員」とは、兵庫県公立大学法人教職員就業規程（平成 25

年法人規程第 25 号。以下「教職員就業規程」という。）第３条１項及び第２項に規定す

る教職員をいう。 

 

 

第２章 自己啓発等休業 

（自己啓発等休業の承認） 

第３条 法人は、教職員としての在職期間が２年以上である教職員が申請した場合におい

て、職務の運営に支障がなく、かつ、当該教職員の職務に関する能力の向上に資すると

認めるときは、当該申請をした教職員の勤務成績その他の事情を考慮した上で、当該教

職員が大学等課程の履修（学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 83 条第１項に規定す

る大学（当該大学に置かれる同法第 91 条に規定する専攻科及び同法第 97 条に規定する

大学院を含む。）その他別に定める教育施設の課程の履修をいう。以下同じ。）又は国際

貢献活動（国際協力の促進に資する外国における奉仕活動（当該奉仕活動を行うために

必要な国内における訓練その他の準備行為を含む。）のうち教職員として参加することが



適当であると認められるものに参加することをいう。以下同じ。）のための休業（以下「自

己啓発等休業」という。）をすることを承認することができる。 

２ 前項の規定による承認は、当該自己啓発等休業をしている教職員が休職又は停職の処

分を受けた場合には、その効力を失う。 

 

（自己啓発等休業をしている教職員の身分） 

第４条 自己啓発等休業をしている教職員は、自己啓発等休業を開始した時就いていた職

又は自己啓発等休業の期間中に異動した職を保有するが、職務に従事しない。 

 

（自己啓発等休業の期間） 

第５条 大学等課程の履修のための休業にあっては２年（大学等課程の履修の成果をあげ

るために特に必要な場合として別に定める場合は、３年）、国際貢献活動のための休業に

あっては３年とする。 

 

（奉仕活動） 

第６条 第３条第１項の教職員として参加することが適当であると認められる奉仕活動は、

別に定める。 

 

（自己啓発等休業の期間の延長） 

第７条 自己啓発等休業をしている教職員は、当該自己啓発等休業を開始した日から引き

続き自己啓発等休業をしようとする期間が第５条に規定する休業の期間を超えない範囲

内において、法人に対し、別に定める特別の事情がある場合を除き、１回に限り、自己

啓発等休業の期間の延長を申請することができる。 

２ 第３条の規定は、自己啓発等休業の期間の延長の承認について準用する。 

 

（自己啓発等休業の承認の取消） 

第８条 法人は、自己啓発等休業をしている教職員が当該自己啓発等休業の承認に係る大

学等課程の履修又は国際貢献活動を取りやめたことその他別に定める事由に該当すると

認めるときは、当該自己啓発等休業の承認を取り消すものとする。 

 

（自己啓発等休業の承認を受けた教職員の給与） 

第９条 第３条第１項（第７条第２項において準用する場合を含む。）に規定する承認を受

けた教職員には、自己啓発等休業をしている期間については、給与は支給しない。 

 

（職務復帰後における号給の調整） 

第 10条 自己啓発等休業をした教職員が職務に復帰した場合において、他の教職員との均



衡上必要があると認められるときは、当該自己啓発等休業の期間を大学等課程の履修又

は国際貢献活動のためのもののうち、教職員としての職務に特に有用であると認められ

るものにあっては 100 分の 100 以下、それ以外のものにあっては 100 分の 50 以下の換算

率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰した日

及びその日後における最初の昇給日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその

者の号給を調整することができる。 

 

（退職手当の取扱い） 

第 11条 兵庫県公立大学法人教職員退職手当規程（平成 25年法人規程第 47 号。以下「教

職員退職手当規程」という。）第 14 条第１項の規定の適用については、自己啓発等休業

をした期間は、この規定による現実に職務に従事することを要しない期間に該当するも

のとする。 

２ 自己啓発等休業をした期間についての教職員退職手当規程第 16 条第４項の規定の適用

については、この規定中「月数の２分の１に相当する月数」とあるのは、「月数（自己啓

発等休業の期間中の大学等課程の履修又は国際貢献活動の内容が職務の能率的な運営に

特に資するものと認められることその他の別に定める要件に該当する場合については、

その月数の２分の１に相当する月数）」とする。 

 

第３章 配偶者同行休業 

（配偶者同行休業の承認） 

第 11条の２ 法人は、教職員が申請した場合において、職務の運営に支障がないと認める

ときは、当該申請をした教職員の勤務成績その他の事情を考慮した上で、当該教職員が、

配偶者同行休業（教職員が、外国での勤務その他別に定める事由により外国に住所又は

居所を定めて滞在するその配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。）と、当該住所又は居所において生活を共にするための休業をいう。以下同じ。）

をすることを承認することができる。 

２ 配偶者同行休業の承認は、当該配偶者同行休業をしている教職員が休職若しくは停職

の処分を受けた場合又は当該配偶者同行休業に係る配偶者が死亡し、若しくは当該教職

員の配偶者でなくなった場合には、その効力を失う。 
 
（配偶者同行休業をしている教職員の身分） 

第 11条の３ 配偶者同行休業をしている教職員は、配偶者同行休業を開始した時就いてい

た職又は配偶者同行休業の期間中に異動した職を保有するが、職務に従事しない。 

 

（配偶者同行休業の期間） 

第 11条の４ 配偶者同行休業の期間は、３年とする。 



 

（配偶者同行休業の期間の延長） 

第 11条の５ 配偶者同行休業をしている教職員は、当該配偶者同行休業を開始した日から

引き続き配偶者同行休業をしようとする期間が前条に規定する休業の期間を超えない範

囲内において、法人に対し、別に定める特別の事情がある場合を除き、１回に限り、配

偶者同行休業の期間の延長を申請することができる。 

２ 第 11 条の２の規定は、配偶者同行休業の期間の延長の承認について準用する。 

 

（配偶者同行休業の承認の取消） 

第 11条の６ 法人は、配偶者同行休業をしている教職員が当該配偶者同行休業に係る配偶

者と生活を共にしなくなったことその他別に定める事由に該当すると認めるときは、当

該配偶者同行休業の承認を取り消すものとする。 

 

（配偶者同行休業の承認を受けた教職員の給与） 

第 11 条の７ 第 11 条の２（第 11 条の５第２項において準用する場合を含む。）に規定す

る承認を受けた教職員には、配偶者同行休業をしている期間については、給与は支給し

ない。 

 

（職務復帰後における号給の調整） 

第 11条の８ 配偶者同行休業をした教職員が職務に復帰した場合において、他の教職員と

の均衡上必要があると認められるときは、当該配偶者同行休業の期間を 100 分の 50以下

の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰

した日及びその日後における最初の昇給日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じ

てその者の号給を調整することができる。 

 

（退職手当の取扱い） 

第 11 条の９ 教職員退職手当規程第 14 条第１項の規定の適用については、配偶者同行休

業をした期間は、この規定による現実に職務に従事することを要しない期間に該当する

ものとする。 

２ 配偶者同行休業をした期間についての教職員退職手当規程第 16 条第４項の規定の適用

については、この規定中「月数の２分の１に相当する月数」とあるのは、「月数」とする。 

 

第４章 修学部分休業及び高齢者部分休業 

（修学部分休業の承認） 

第 12条 法人は、教職員が申請した場合において、職務の運営に支障がなく、かつ、当該

教職員の職務に関する能力の向上に資すると認めるときは、当該教職員が、大学その他



の教育施設における修学のため、当該修学に必要と認められる期間中、１週間の勤務時

間の一部について勤務しないこと（以下「修学部分休業」という。）を承認することがで

きる。 
２ 前項の規定による承認は、修学部分休業をしている教職員が休職または停職の処分を

受けた場合には、その効力を失う。 

３ 修学部分休業の承認は、１週間を通じて当該教職員の１週間当たりの通常の勤務時間

の２分の１を超えない範囲内で、教職員の修学のため必要とされる時間について、30 分

を単位として行うものとする。 

４ 第１項の大学その他の教育施設は、学校教育法第１条に規定する大学及び高等専門学

校、同法第 124 条に規定する専修学校その他これらに準ずるものとして法人が別に定め

る教育施設とする。 

５ 修学部分休業の期間は、２年とする。 

 

（修学部分休業の期間における給与の取扱い） 

第 13条 教職員が修学部分休業の承認を受けて勤務しない場合においては、その勤務しな

い時間１時間につき、給料（給料の調整額を含む。以下同じ。）並びに地域手当（給料及

び管理職手当に対するものに限る。）、管理職手当及び初任給調整手当の月額の合計額に

12 を乗じて得た額を兵庫県公立大学法人教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規程

（平成 25 年法人規程第 42 号。）第３条第１項に規定する１週間当たりの勤務時間に 52

を乗じて得た数で除して得た額を減額して給与を支給する。 

２ 修学部分休業の承認を受けて勤務しない教職員に対する兵庫県公立大学法人教職員給

与規程（平成 25 年法人規程第 46 号。）第 22 条第２項第２号の規定の適用については、

これらの規定中「再雇用規程第５条に規定する短時間勤務の職を占める教職員（以下「短

時間勤務教職員」という。）」とあるのは、「再雇用規程第５条に規定する短時間勤務の職

を占める教職員（以下「短時間勤務教職員」という。）及び兵庫県公立大学法人教職員の

自己啓発、社会貢献等のための休業に関する規程（平成 25 年法人規程第 125 号。）第 12

条第１項の規定による承認を受けている教職員」とする。 

 

 

 

（修学部分休業の承認の取消し等） 

第 14条 法人は、修学部分休業の承認を受けている教職員が、次の各号のいずれかに該当

すると認めるときは、当該修学部分休業の承認を取り消すものとする。 

(１) 修学部分休業の承認に係る教育施設の課程を退学したとき。 

(２) 正当な理由なく、修学部分休業の承認に係る教育施設の課程を休学し、又はその

授業を頻繁に欠席しているとき。 



２ 法人は、修学部分休業の承認を受けている教職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難となった場合において、当該教職員の同意を得たときは、修学部分

休業の承認を取り消し、又は休業時間（修学部分休業の承認を受けた１週間当たりの勤

務しない時間をいう。次項において同じ。）を短縮することができる。 

３ 法人は、既に修学部分休業の承認を受けている教職員から休業時間の延長の申出があ

った場合において、職務の運営に支障がないと認めるときは、当該教職員に係る休業時

間の延長を承認することができる。 

 

（高齢者部分休業の承認） 

第 15条 法人は、55 歳に達した教職員が申請した場合において、職務の運営に支障がない

と認めるときは、当該教職員が 55歳に達した日以後の日で当該申請において示した日か

ら当該教職員に係る定年退職日（教職員就業規程第 20条第１項第２号に規定する日をい

う。）までの期間中、一週間の勤務時間の一部について勤務しないこと（以下「高齢者部

分休業」という。）を承認することができる。  
２ 前項の規定による承認は、高齢者部分休業をしている教職員が休職または停職の処分

を受けた場合には、その効力を失う。 

３ 高齢者部分休業の承認は、１週間を通じて当該教職員の１週間当たりの通常の勤務時

間の２分の１を超えない範囲内で、30分を単位として行うものとする。 

 

（高齢者部分休業の期間における教職員の給与の取扱い） 

第 16 条 第 13 条の規定は、高齢者部分休業について準用する。この場合において、同条

第２項中「第 12 条第１項の規定」とあるのは、「第 15条第１項の規定」と読み替えるも

のとする。 

 

（高齢者部分休業の承認を受けた教職員の退職手当の取扱い） 

第 17 条 高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない時間を有する教職員に係る退職手当の

算定の基礎となる勤続期間の計算については、教職員退職手当規程第 16条第１項から第

４項まで、第 17 条第１項から第７項まで、及び第 18 条第１項から第２項までの規定に

かかわらず、これらの規定により計算した在職期間から当該勤務しない時間の合計の２

分の１に相当する時間を除算した教職員としての引き続いた在職期間による。この場合

において、教職員退職手当規程第 16 条第５項中「前各項」とあるのは「前各項及び兵庫

県公立大学法人教職員の自己啓発、社会貢献等のための休業に関する規程（平成 25年法

人規程第 125 号。）第 17条」とする。 

 

（高齢者部分休業の承認の取消し等） 

第 18 条 第 14 条第２項及び第３項の規定は、高齢者部分休業について準用する。この場



合において、これらの規定中「修学部分休業」とあるのは、「高齢者部分休業」と読み替

えるものとする。 

 

第５章 雑則 

（補則） 

第 19条 この規程の実施に関して必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成 25年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の前日において、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）及び職員の

自己啓発、社会貢献等のための休業に関する条例（平成４年兵庫県条例第６号）に基づ

き、自己啓発等休業、修学部分休業及び高齢者部分休業の承認を受け、当該休業の期間

の末日がこの規程の施行日以後である教職員については、特別の発令がない限り、この

規定により当該休業を行っている教職員とみなす。 

 

  附 則 

（施行期日） 

  この規程は、平成 26年７月１日から施行する。 

 
 附 則 

（施行期日） 

  この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

 




